在　宅　勤　務　規　程

（総則）

第1条 この規程は、在宅勤務制度の取扱いを定めるものである。

（定義）

第2条 この規程において「在宅勤務制度」とは、特定の業務を効率的、集中的に遂行するために、社員に対して、自宅で業務に従事することを認める制度をいう。

（対象者）

第3条 この制度の対象者は、次の条件を全て満たし、かつ会社が認めた者とする。

(1) 勤続満3年以上の者
(2) 単独で完結できる業務に従事している者
(3) 報告連絡相談をパソコン等のIT機器で行える者

(4) 自宅に通信機器を有している者

（申請）

第4条 在宅勤務制度の適用を希望する者は、次の事項を記載した申請書を会社に提出しなければならない。

(1) 氏名、所属部署

(2) 在宅勤務の開始日と終了日

(3) 在宅勤務で処理する業務の具体的内容

(4) その他必要な事項

（期間）

第5条 在宅勤務の期間は、原則として連続３ヶ月以内とし、必要に応じて、更新するものとする。
（労働日・休日）

第6条 在宅勤務期間中の労働日及び休日は、就業規則の定めるとおりとする。

２．休日勤務は、原則として認めない。

（勤務時間の算定）

第7条 在宅勤務の日は、所定勤務時間勤務したものとみなす。

２．時間外勤務を行う必要がある場合には、事前に会社に承認を得なければならない。
（勤務場所）

第8条 在宅勤務を認められた者は、原則として自宅で勤務するものとする。やむを得ず自宅以外の場所で勤務するときは、就業場所の所在地、名称および連絡方法をあらかじめ会社に届け出なければならない。
２．自宅以外の場所で就業することにより、賃貸料その他の経費が発生するときは、その経費は原則本因果支払うものとする。

（業務遂行方法）

第9条 在宅勤務者は、電話、ファクシミリ又は電子メール等により会社が指示する業務を遂行するものとする。

第10条 （報告）

第11条 在宅勤務者は、業務の進捗状況を電話、ファクシミリ又は電子メール等により適宜会社に報告しなければならない。

（出社命令）

第12条 会社は、原則として月１回、在宅勤務中の者に対して出社を命じることがある。出社を命じられた者はそれに応じなければならない。なお、この場合の交通費は実費を会社が支給する。

（機器の貸与）

第13条 会社は、在宅勤務を行う場合に必要となるパソコン等のＩＴ機器を貸与する。ただし、通信に要する機器（電話、モデム、LANケーブル、無線機器）については、在宅勤務者の所有の機器を使用する。

２．会社が貸与するパソコンへは、会社が認めるもの以外のアプリケーションをインストールしてはならない。

（費用の負担）

第14条 在宅勤務に伴って発生する家賃、光熱費、通信費等の費用は在宅勤務者の負担とする。ただし、通信に要する費用は、月一定額を会社が負担する。
（情報管理）
第15条 在宅勤務者は、別に定める情報管理規程に従い、会社の機密情報および個人データの扱いに十分留意しなければならない。
（通常業務への復帰）

第16条 在宅勤務者は、次のいずれかに該当するときは、通常勤務へ復帰しなければならない。
(1) 申請した期間が経過し、期間の更新がないとき

(2) 予定勤務期間の途中で予定業務が完了したとき

(3) 会社から通常勤務への復帰を命じられたとき

附　　則
　この規程は、平成○○年○○月○○日から施行する。

